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２００４年１２月  

 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
 

【巻頭特集】  県内経済人コメント  

すべての国立大学がこの４月から一斉に法人化された。入学金・授業料

等の自己収入で不足する額を国から運営費交付金をいただき、大学を運営

する仕組みに変わった。使途自由ということから、この金は地方自治体の

地方交付税に当たる。今後どの大学も義務的経費（殆どが人件費）を削減

し、財政運営の健全化を図ろうとしている。外部委託、アウトソーシング、

ＰＦＩなど、すべてが検討対象になる。ここに新たなビジネス・チャンス   

が生まれ、民間需要・雇用増となることが期待される。大学をそうした目

で見るのも面白い。 

埼玉大学 理事兼副学長 貝山 道博 

 

昨年の県内経済は徐々に回復の兆しをみせたが、回復度合いの地域格差

は依然として大きく、県北経済に回復の実感は乏しい。国体による一時的

な盛り上がりはあったものの、工場移転などの影響で事業所が減少し、人

口も伸び悩みを見せるなど、県北のポテンシャルは年々低下傾向にある。 

本庄早稲田駅が開業するなど本庄新都心地区の整備が計画されており、

今後も企業立地をはじめ、住宅やオフィスの需要を喚起するなど、官民一

体となり地域の再生を図る必要がある。 

本庄商工会議所 会頭 

高橋商事（株）代表取締役 高橋 福八 

 

県経済は、景気拡大ペースが鈍化し鉱工業生産も伸び悩んでいる。県内

景気は今しばらく軽い調整局面が続こう。しかし、過剰設備や過剰債務の

削減といった構造調整が進展しており、当財団が１０月中旬に実施した

「企業経営動向調査」によると、県内企業は自社の業績については、「好

調を維持する」という強気の見方をしているところが多い。また、わが国

経済は最悪期を脱したという安心感もあって、個人の消費が底堅く推移す 

ることも県内景気を下支えし、来年後半には再び景気拡大テンポが速まる

とみられる。  
（財）埼玉りそな産業協力財団 調査部長 島崎 光男  
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１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済    

 

＜２００４年９月～２００４年１１月の指標を中心に＞  

緩やかな回復のなか、一部に弱い動きがみられる県経済 

 　９月の鉱工業生産指数は、８９．１（季節調整済値、２０００年＝１００）で前月比▲４．０％
と２か月ぶりに低下。また、前年同月比は▲４．５％と４か月ぶりに前年水準を下回った。

生産
弱含みの状況

雇用
依然として厳しいものの、改善基調

　１０月の有効求人倍率は０．７９倍で前月比＋０．０７ポイントと３か月連続して改善。ま
た、１０月の完全失業率（南関東）は４．７％と前月比０．３ポイント悪化。県内の雇用情勢
は、水準的には依然として厳しい状況が続いているが、このところ改善の基調にある。

物価
おおむね横ばい

　１０月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮野菜の価格上昇により前年同月比で＋
０．８％と２か月連続で前年実績を上回った。消費者物価指数はこのところ、おおむね横ば
いで推移している。

消費
一部に持ち直しの動きがみられる

　１０月の家計消費支出は３０９，５５７円で、前年同月比▲３．５％と７か月ぶりに減少。
　１０月の大型小売店販売額は、前年同月比で▲５．７％と８か月連続して減少。
　１１月の新車登録・届出台数は、前年同月比で＋１１．５％と２か月ぶりに増加。

住宅
底堅く推移

　１０月の新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲の全てで減少となり、全体では前年同
月比▲１８．６％と３か月ぶりに前年実績を下回った。１月から１０月までの累計は５９，９８
９戸と前年同期比＋５．６％となっている。

倒産
小康状態

　１１月の企業倒産件数は３５件と、３か月ぶりに前年実績を下回った。１月から１１月まで
の累計件数は４４７件と前年同期比▲１０．１％となっている。

景況
判断

マイナス幅の改善が続いている

　企業経営者の景況判断をみると、景況感DIはマイナス（「不況」と回答した企業が多い）と
なっているものの、マイナス幅は７期連続で改善している。（調査時期１６年９月調査）

設備
投資

２年連続の増加

　２００４年度の埼玉県の設備投資計画は、製造業、非製造業ともに増加し、全産業で前年
度比３．５％増と、２年連続の増加となった。（２００４年１１月調査）
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００４年１２月２０日＞

 
（我が国経済の基調判断）  

景気は、一部に弱い動きがみられ  

    このところ回復が緩やかになっている。  

 
・企業収益は大幅に改善し、設備投資は増加している。  

 
 ・個人消費は、このところ伸びが鈍化している。  
 
・雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善している。  

 
 ・輸出、生産は弱含んでいる。  
 
 先行きについては、国内民間需要の増加が続いており、世界経済の着実な

回復に伴って景気回復は底堅く推移すると見込まれる。一方、情報化関連分

野でみられる在庫調整の動きや原油価格の動向等には留意する必要がある。

 
（政策の基本的態度）  
 政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００４」の早期具

体化により、構造改革の取組を加速・拡大する。１２月３日、「改革断行予

算」という基本路線を継続するとの方針を示した「平成１７年度予算編成の

基本方針」を閣議決定した。また、１２月２０日、「平成１７年度の経済見

通しと経済財政運営の基本的態度」を閣議了解した。  
政府は、日本銀行と一体となって、金融・資本市場の安定を目指し、引き

続き強力かつ総合的な取組を行うとともに、集中調整期間終了後におけるデ

フレからの脱却を確実なものとするため、政策努力を更に強化する。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  
   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●弱含みの状況  

 

 
埼玉県の主要業種　生産指数

（対前年同月比・原指数）
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●９月の鉱工業生産指数は、８９．１（季節調整済値、２０００年＝１００）で、

前月比▲４．０％と２か月ぶりに低下。前年同月比は▲４．５％と４か月ぶり

に前年水準を下回った。  
●前月比を業種別でみると、輸送機械、家具工業など９業種が上昇し、一般機械、

精密機械などの１０業種が低下した。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (18)と鉱業 (1)

の１９業種に分類されています。 

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。 

①化学工業22.3% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 8.5% 

②電気機械17.0% ⑥食料品 6.3% 

③輸送機械11.3% ⑦金属製品6.0% 

④一般機械10.4%  その他  18.2% 

生　産　指　数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械22.7% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7.3%

②電気機械20.1% ⑥食料品 5.3%

③化学工業14.1% ⑦金属製品4.2%

④一般機械 9.9%  その他  16.4%

出　荷　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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在　庫　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　在庫指数
（対前年同月比・原指数）
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●９月の鉱工業在庫指数は、１１５．０（季節調整済値、２０００年＝１００）

となり、前月比＋２．２％と３か月連続して上昇。また、前年同月比は＋１２．

５％と５か月連続で前年水準を上回った。  
●前月比を業種別でみると、輸送機械、鉱業など９業種が上昇し、一般機械、木

材・木製品など１０業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①電気機械23.3% ⑤金属製品8.0%

②一般機械16.3% ⑥化学工業5.0%

③輸送機械11.9% ⑦非鉄金属4.7%

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 10.1%  その他  20.7%
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●１０月の新規求人倍率は１．３

２倍と、前月比＋０．１０ポイ

ント増加。  
●前年同月比では、サービス業な

どをけん引役に、２２か月連続

で増加。  

●１０月の完全失業率（南関東）

は４．７％で、前月比０．３ポ

イント悪化した。  
●前年同月比では、▲０．６ポイ

ントと、８か月連続して前年実

績より改善した。  

（２）雇用動向  

●依然として厳しいものの、改善基調  
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

●１０月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は
０．７９倍で前月比０．０７ポイント改善。  

●有効求職者数は９７，８５９人で２２か月連続して前年実績を下回った。また、

有効求人数は７９，０１７人で２３か月連続して前年実績を上回った。  
●県の有効求人倍率は全国値より低く推移しているなど、依然として水準的には厳

しい状況であるが、雇用環境は改善基調で推移している。  

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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埼玉県の有効求人
・求職者数推移
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●９月の所定外労働時間（製造

業）は１８．７時間。  
●前年同月比は▲５．８ポイント

と２か月連続で前年実績を下回

った。  
 

●９月の現金給与総額指数（季節

調整済値２０００年＝１００）

は９５．６となり、前月比▲１．

２ポイント低下。  
●前年同月比は▲０．１ポイント

と２か月ぶりに前年実績を下

回った。  

●９月の常用雇用指数（季節調整

済値 ２０００年＝１００）は

９８．９となり、前月比▲１．

６ポイント低下。  
●前年同月比は▲３．６ポイント

と９か月連続して前年実績を

下回った。  

【コラム：雇用調整のプロセス】  

① 企業は景気が悪くなった場合、残業時間の削減など、まず労働時間を調整しようと

します。  

② その次の段階としては、ボーナスの抑制や賃上げの抑制（賃下げ）に進み、さまざ

まな手法によるトータル賃金の抑制、削減を図ります。  

③ それでも調整が足りない場合は、パート・アルバイトの人員削減を経て正社員の希

望退職募集など実質解雇に着手します。  

※景気が良くなる場面では、残業時間の延長から始まり、それでも対処できなければ、

パート・アルバイトの採用、さらには正社員の採用に踏み切ります。  

所定外労働時間
（製造業　対前年同月比）
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現金給与総額指数
（調査産業計　対前年同月比）
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常用雇用指数
（調査産業計　対前年同月比）
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（３） 物価動向  

●おおむね横ばい  

 

 
 
 
 
 
 
 

●１０月の消費者物価指数（さいたま市 季節調整値 ２０００年＝１００）は

９７．５となり、前月比＋０．４％と２か月連続して上昇。  
●前年同月比は＋０．８％と２ヶ月連続して前年実績を上回った。  
●前月比が上昇したのは、「食料」のうちの生鮮果物、「食料」のうちの生鮮野

菜などが上昇したことが主な要因となっている。  
●前年同月比が上昇したのは、「食料」のうち生鮮野菜、「食料」のうち穀類な

どが上昇したことが主な要因となっている。  

消費者物価指数
（総合　対前年同月比）

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

10
月
11
月
12
月

H1
6年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10

月

出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

％ さいたま市 全国消費者物価指数
（総合）

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

10
月
11
月
12
月

H1
6年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10

月

出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

2000年＝100 さいたま市 全国



 

10 

（４） 消費  

 ●一部に持ち直しの動きがみられる  

大型小売店販売額
（対前年同月比　店舗調整済）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国大型小売店販売額
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億円

 
 
 
 

●１０月の家計消費支出（関東地方：全世帯）は、３０９，５５７円となり、前

年同月比▲３．５％と７か月ぶりに前年実績を下回った。  

●１０月の大型小売店販売額は、８８９億円となり、店舗調整済前年同月比は▲

５．７％と８か月連続して減少。  
●業態別では、百貨店（県内調査対象店舗２２店舗）は、主力の衣料品が低調だ

ったことから、店舗調整済前年同月比は▲６．１％となった。  
スーパー（同２４１店舗）は、主力の飲食料品が伸び悩んだことに加え、衣料

品が低調だったことから、同▲５．６％となった。  
 

家計消費支出
（関東地方　全世帯）

260

280

300

320

340

360

380

400

4月 7月 10
月

H1
4年
1月 4月 7月 10

月

H1
5年
1月 4月 7月 10

月

H1
6年
1月 4月 7月 10

月

出所：総務省統計局「家計調査報告」

千円
家計消費支出
（対前年同月比）
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新車登録届出台数
（対前年同月比　乗用＋軽）
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埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

％ 埼玉県 全 国
新車登録届出台数
（埼玉県　乗用＋軽）
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●１１月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、２０，８３５

台となり、前年同月比＋１１．５％と２か月ぶりに増加。  
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（５）住宅投資  

●底堅く推移  

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

●１０月の新設住宅着工戸数は５，３５１戸となり、前年同月比▲１８．６％と３

か月ぶりに前年実績を下回った。  

●着工戸数を種別でみると、分譲（前

年同月比▲６．６％）、貸家（同

▲２０．０％）、持家（同▲２６．

７％）の全てで減少し、全体では

前年同月比▲１８．６％となった。

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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（６） 企業動向  

 ●小康状態  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

●１１月の企業倒産件数は３５件となり、前年同月比▲１４．６％と３か月ぶり

に前年実績を下回った。１月から１１月までの累計件数は４４７件と前年同期

比▲１０．１％となっている。  
●１１月の負債総額は、負債総額１００億円以上の大型倒産が１件発生したこと

から１６０億２千６百万円となり、前年同月比では＋１９１．１％となった。  

企業倒産件数
（負債１千万以上　対前年同月比）
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○  経営者の景況感と今後の景気見通し  
平成１６年９月調査の埼玉県労働商工部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は７期連続で改善しているが、先行きについては慎重な見

方が続いている。  
 

【現在の景況感】  
自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は５．５％、「不況で

ある」が５４．５％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲４８．９となった。前期(▲５３．０)と比較すると４．１ポイント上

昇しており、７期連続で改善している。 

（回答企業数：１，６６１社）  

【今後の景気見通し】  
今後の景気見通しについては、「悪い方向に向かう」が２０ .２％で前期 (２

０．７％)に比べわずかに減少しているものの、「良い方向に向かう」とみてい

る企業も９．２％と前期（１２．０％）に比べ減少しており、慎重な見方が続

いている。 

 
良い方向に向かう           悪い方向に向かう  

 

 

 

（回答企業数：１，６１１社）  

 

景況感のＤＩの推移
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○ 平成１６年１１月調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」によ

ると、平成１６年１０～１２月期（現状判断）の景況判断ＢＳＩを規模別にみる

と、大企業、中堅企業は「上昇」超となっているものの、中小企業は「下降」超

となっている。  
   

先行きについては、大企業は「上昇」超で推移する見通し、中堅企業は１７年

４～６月期に「下降」超に転じる見通し、中小企業は「下降」超で推移する見通

しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                       （単位：％ポイント）  

 16年7～9月  
前回調査  

16年10～12月
現状判断  

17年1～3月  
見通し  

17年4～6月  
見通し  

全規模（全産業） ３．２  ▲２．９  ３．７  ０．０  

大企業  １９．０  ４．８  ２２．２  １２．７   

中堅企業  ３．０  ３．０  １０．６  ▲１０．６  

 中小企業  ▲５．０  ▲１０．７  ▲１０．７  ▲０．９  

 製造業  １０．５  ▲８．３  ４．２  ３．１  

 非製造業  ▲１．３  ０．７  ３．４  ▲２．１  

                         （回答企業数２４１社）  
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
 
○ 平成１６年１１月調査の日本政策投資銀行「２００４・２００５年度設備投資

動向調査」における埼玉県内の２００４年度設備投資計画は、製造業、非製造業

ともに増加し全産業で３，１４５億円、前年度比３．５％増と２年連続の増加と

なった。  
   

    埼玉県内設備投資動向                  （単位：億円、％）  

  ２００３年度  
実績  

 ２００４年度

計画  
０４年度計画  
伸び率 

０５年度計画  
伸び率 

全産業 ３，０３９ ３，１４５ ３．５ ▲３．９

製造業 ９７９ １，０３２ ５．５ ▲１．７ 

非製造業 ２，０６１ ２，１１２ ２．５ ▲４．６
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３ 経済情報ファイル  

（１）経済関係報告の概要  

関東経済産業局「管内の経済情勢」 《平成１６年１０月を中心に》  
                           ２００４年１２月９日  

《 管内経済は、緩やかに回復しているものの、  

           一部に弱い動きがみられる 》  

 ●ポイント  
 
  
 
 
 
 

●経済情勢の概況  
 ◇鉱工業生産活動◇                            
 鉱工業生産は、弱含みの状況にある。  

鉱工業生産指数は、一般機械工業や情報通信機械工業等の生産が減少したことから、２か月連

続の低下となった。総じてみれば、弱含みの状況にある。  

主要業種の生産動向をみると、輸送機械工業は、自動車の輸出が堅調なことから、引き続き高

水準で推移している。化学工業（除．医薬品）は、引き続き堅調に推移している。電子部品・デ

バイス工業は、携帯電話向け半導体等の一部に減速感がみられることから、弱含んでいる。電機

機械工業は、開閉制御装置等の生産が増加したものの、このところ一進一退で推移している。一

般機械工業は、半導体製造装置に減速感がみられることから、このところ低下している。情報通

信機械工業は、固定通信装置等の生産が増加したものの、携帯電話が引き続き低調なことから、

おおむね横ばいで推移している。  

なお、全国の製造工業生産予測調査によると、１１月は上昇、１２月は低下を予測している。

（10月鉱工業生産指数：前月比▲2.8%、出荷指数：同▲1.9%、在庫指数：同▲0.1％）  

 
 ◇消費・投資などの需要動向◇                       
 個人消費は、持ち直しの動きが続いている。 

  実質消費支出（家計調査、勤労者世帯）は、４か月ぶりの減少となった。景気の現状判断ＤＩ

（景気ウォッチャー調査、家計動向関連）は、横ばいを示す５０を３か月連続で下回った。 

大型小売店販売額は、天候不順（台風、長雨）等による来店客数の減少もあり、８か月連続の

減少となった。コンビニエンスストア販売額は、２か月ぶりの増加となり、引き続き堅調に推移

している。家電販売額は、テレビ、ＤＶＤが引き続き好調なものの、パソコン等が低調なことな

どから、３か月連続の減少となった。乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、４か月ぶりの

減少となったものの、新型車が好調なことから、全体としては堅調に推移している。 

（10月消費支出（家計調査、勤労者世帯）：前年同月比（実質）▲1.3％、10月大型小売店販

売額：既存店前年同月比▲3.7％、百貨店販売額：同▲3.6％、スーパー販売額：同▲3.8％、10

管内経済は、緩やかに回復しているものの、一部に弱い動きがみられる。  
・鉱工業生産活動は、弱含みの状況にある。  
・個人消費は、持ち直しの動きが続いている。  
・雇用情勢は、改善が続いている。  
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月コンビニエンスストア販売額：全店前年同月比+0.7％、１０月家電販売額：前年同月比▲5.7

％、10月乗用車新規登録台数：前年同月比▲6.8％） 

 

 住宅着工は、４か月ぶりの減少となった。  

  住宅着工は、持家、貸家、分譲がいずれも減少に転じたことから、全体では４か月ぶりの減少

となった。  

  （１０月新設住宅着工戸数：前年同月比▲4.1％）  

 

公共工事は、低調に推移している。  

  公共工事は、国、地方の予算状況を反映して、１５か月連続の減少となった。  

  （10月公共工事請負金額：前年同月比▲22.3％）  

 

 ◇雇用情勢等◇                              
雇用情勢は、改善が続いている。  

  有効求人倍率は上昇傾向で推移している。新規求人数は３か月ぶりの減少となったものの、前

年同月比では引き続き増加している。事業主都合離職者数は、２５か月連続で前年を下回ってい

る。南関東の完全失業率は８か月連続で前年を下回っている。 

  （10月有効求人倍率〈季調値〉：1.01倍、10月南関東完全失業率〈現数値〉：4.7％） 

  ※南関東とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。 

 

企業倒産件数は、２か月ぶりの減少となった。  

  企業倒産件数は２か月ぶりの減少となった。 

  （10月企業倒産件数：前年同月比▲23.7％） 
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財務省関東財務局～「最近の埼玉県の経済情勢」２００４年１０月  
                            （次回は１月発表予定）  
（総括判断）  

緩やかな回復の動きがみられる。  

（総括判断の理由）  
 個人消費は持ち直しの兆しがみられ、住宅建設は底堅く推移している。また、設備投資

は増加する見通しとなっている。一方、生産活動はこのところ弱含んでいる。 

 なお、雇用情勢は依然として厳しいなか、おおむね横ばいで推移している。 

 

（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 
持ち直しの兆しがみ

られる。 

大型小売店販売額は、百貨店がおおむね横ばいと

なっているものの、スーパーが前年を下回り、全体

では前年を下回っている。 

乗用車販売は、小型車が足元で前年を下回ってい

るものの、普通車、軽自動車が前年を上回って推移

しており、全体では前年を上回っている。 

コンビニエンスストア販売は前年を上回ってい

る。なお、さいたま市の実質消費支出は足元で前年

を下回っている。 

住宅建設 
底堅く推移してい

る。 

 分譲マンションが大幅に減少しているものの、持

家、貸家、分譲戸建が増加している。 

設備投資 
増加する見通しとな

っている。 

１６年度計画は、製造業が前年比２５．７％、非

製造業で同７．２％、全産業で同１５．３％増加す

る見通しとなっている。 

産業活動 
このところ弱含んで

いる。 

 一般機械は足元で増加しているものの、化学工業

が一進一退で推移しており、電気機械はこのところ

弱い動きとなっている。 

企業収益 

１６年度上期は増益

見込み、下期、通期

ともに増益見通しと

なっている。 

全産業でみると、１６年度上期は前年比１６．４

％の増益見込み、下期で同１０．３％、通期でも同

１２．９％の増益見通しとなっている。 

企業の景

況感 

大企業、中堅企業は

は「上昇」超、中小

企業は「下降」超と

なっている。 

１６年７－９月期の景況判断ＢＳＩは、大企業が

１９．０％ポイント、中堅企業が３．０％ポイント

「上昇」超となっており、中小企業は▲５．０％ポ

イントと「下降」超となっている。 

雇用情勢 

依然として厳しいな

か、おおむね横ばい

で推移している。 

 常用雇用指数は前年を下回って推移するなど依然

として厳しいなか、有効求人倍率はおおむね横ばい

で推移している。なお、製造業の所定外労働時間は

増加している。 
 



 

19 

 
 
財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」２００４年１０月  
                       （次回は１月発表予定）  

（総括判断）  

全体としては、回復しつつあるものの、  

その動きはやや緩やかなものとなっている。  

 
（総論）  
最近の管内経済情勢をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を下回っている

ものの、乗用車の新車登録台数が底堅い動きとなるなど、持ち直しの動きが続いており、

こうしたなか、家計消費支出の状況は堅調に推移している。一方、輸出は、引き続き前

年を上回っているものの、米国向けで映像機器が、中国向けで半導体等電子部品が減少

していることなどから、このところ伸びは鈍化している。また、住宅建設は、全体とし

てやや弱い動きとなっている。なお、設備投資は、製造業、非製造業ともに１６年度の

計画は増加見通しとなっているものの、下期計画の伸び率は上期に比べ鈍化する見通し

となっている。 

このような需要環境のもと、生産活動は、情報通信機械が足元で減少に転じているも

のの、電子部品・デバイス、一般機器、化学が堅調に推移するなど、全体としては緩や

かに増加している。また、１６年度の企業収益は、増益見通しとなっている。 

雇用情勢は、厳しさは残るものの、緩やかな改善の動きが続いている。 

このように、管内経済は、全体としては、回復しつつあるものの、その動きはやや緩

やかなものとなっている。 

なお、先行きについては、原油高及び米国、中国など海外経済の動向に留意しつつ、

国内の消費動向や一部に増加の動きがみられる製品在庫の動向を注視していく必要があ

る。 

 
 
 
 



 

20 

（２）経済関係日誌（１１／２５～１２／２２）（日本経済新聞等の記事を要約） 

◎ 政治経済・産業動向  

１１／２５  大手銀、半減目標達成へ  
04年9月の7大銀行グループの不良債権比率は4.6%と3月末の5.2%から0.6ﾎﾟｲﾝﾄ低下。金融再

生ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの不良債権半減目標はほぼ達成。  
 

１１／２７  税源移譲２兆４，０００億円  
政府・与党は三位一体改革に関する全体像を決定。05,06年度の補助金削減額は約2兆8,380

億円、税源移譲額は04年度分も含めて、2兆4,160億円となった。  
 

１１／２７  ガソリン卸値 ２．５円前後下げ  
石油元売り各社の12月出荷分のガソリン卸売価格は11月に比べて1㍑当たり2.5円程度の値

下げになる見込み。原油価格低下と円高が影響。  
 

１２／３ 新規上場４年ぶり増  
04年の国内株式市場の新規上場社数は昨年実績より45%多い175社。株式相場が全般に堅調

なうえ、景況感が底堅く業績先行きに自信を持つ上場予備軍が増加。  
 

１２／３ 企業配当最高  
05/3期は上場企業全体の1/4にあたる468社が増復配し、配当合計は前期比11%増の2.9兆円と

過去最高となる見通し。業績連動型配当の動きが浸透してきた。  
 

１２／４ 少子化歯止め、今後５年カギ  
政府は少子化社会白書を初めてまとめた。第二次ベビーブーム世代前後の女性が出産適齢

期に入る05年から5年間を少子化の流れを変える好機と位置付け。  
 
１２／８ 日本、学力大幅に低下【OECD１５歳調査】  

15歳の生徒を対象とした主要41ヵ国の学習到達度調査で、日本は読解力が前回の8位から14
位に低下。前回1位の数学的応用力は6位に低下した。  
 
１２／１０  介護保険改革 対象拡大先送り  
社会保険審議会の介護保険部会は、保険料負担とサービス受給者の対象拡大についての結

論を06年末まで先送りすることを盛り込んだ報告書を発表する。  
 
１２／１４  財政再建へ少子化対策  
日本経団連は、財政再建には「歳出削減や消費税の増税だけでなく、少子化対策など経済

成長に必要な施策が不可欠」との提言を発表。  
 
１２／１６  増税１兆６千億円規模  
与党が来年度税制改正大綱を決定。定率減税を05年度に半減、中古住宅のローン減税拡充

等を創設するが、定率減税の縮小が始まる06年の年換算では1兆6千億円規模の負担増になる。



 

21 

◎ 市場動向  
１１／２６  欧州と協調介入、必要なら考える  
細田官房長官は急激な円高に関し、経済の基礎的条件を反映してないと判断されれば、

欧州との協調介入も考えると述べた。25日は74銭円高の102円53銭。  
 

１１／３０  米株先高期待で反発  
29日の日経平均株価は144円14銭高の10,977円89銭。米クリスマス商戦の出足好調を背景

とした米国株の先高期待などが背景。  
 

１２／３ 原油相場 ４２ドル台に続落  
2日のニューヨーク原油相場は3か月ぶりに一時1バレル42ドル台。灯油の在庫量が市場予

測を上回ったこと、米北東部が暖冬との予報が売り要因。  
 

１２／３ 円、１０１円台に突入  
2日の東京外国為替市場は急伸、一時4年11か月ぶりの101円台をつけた。米国の双子の赤

字を背景にドル売りが進んだ。終値は102円2銭。  
 

１２／３ 株、３日ぶりに急反発  
2日の日経平均株価終値は188円82銭高の10,973円7銭。前日の米国市場で株式相場が上昇

した流れを受け、電気、自動車などの国際優良株に買いが先行。  
 

１２／４ 円相場反落  
3日の東京外国為替市場円ドル相場終値は、前日比1円48銭円安ドル高の103円50銭。米系

ヘッジファンドなどが利益確定目的の円売り・ドル買いを進めた。  
 

１２／１１  円、１か月ぶりに１０６円台  
円の上昇が一服。10日の海外市場では一時106円台を付けた。日本の景気先行き不透明感

が強まっているとの見方から、外投資家などの円売りが増えた。  
 
１２／１１ 長期金利１．３８％に低下  

10日の新発10年物国債利回りは約9か月ぶりに1.38%に低下。機械受注統計など、最近発
表された経済指標が悪化していることが債券買いを支えている。  
 
１２／１７  東証売買代金、１５年ぶり最高  

04年の東京証券取引所の総売買代金が16日までに89年に記録した過去最高を更新した。
ネットによる個人投資家や景気回復による外国人投資家が活発だった。  
 
１２／１８  外国人買いが継続、日経平均反発  

17日の日経平均株価は153円95銭高の11,078円32銭。欧米の株価に比べ日本株に出遅れ感
があることから、見直し買いにつながっている。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  

１１／２６ 貿易黒字１０月８．８％増【財務省】 

10月の輸出から輸入を差し引いた輸出超過額は前年同月比8.8%増の1兆1,637億円。中国向

け輸出が過去最高になり、全体としては輸出好調が続いている。 

 

１２／１ 鉱工業生産 事前予測を大幅に下回る【経済産業省】 

10月の鉱工業生産指数は前月比1.6%低下し98.8と7か月ぶりに2か月連続で100を割り込ん

だ。回復基調を示してきた景気が踊り場に差し掛かっている。 

 

１２／３ 企業、人手不足感強まる【厚労省】 

11月の労働経済動向調査によると、企業の常用労働者指数（不足－過剰）は7年ぶりの高水

準。企業の積極的な事業展開への切り替えが伺える。 

 

１２／８ 景気一致指数、３か月連続５０％割れ【内閣府 景気動向調査】 

10月の景気一致指数は11.1%と、50%を3か月連続で割り込んだ。台風、地震など一時的な影

響も大きい反面、景気が減速に転じたとの見方も広がっている。 

 

１２／９ 昨年度は１．９％成長【内閣府】 

03年度の実質GDP確報値は、3.2%から1.9%へ大幅な下方修正となった。実質GDPの算定方式

の見直しが主因。デフレーターは▲2.4%から▲1.1%に修正。 

 

１２／９ 街角景気、１１月も悪化【内閣府】 

11月の景気ウオッチャー調査によると、街角の景況感を示す現状判断指数は前月比▲1.1ﾎﾟ

ｲﾝﾄの45.3。横ばいを示す50を3か月連続で割り込んだ。 

 

１２／９ 就職者が離職を３年ぶり上回る【厚労省】 

04年上半期に転職も含めて新たに仕事に就いた人が3年ぶりに離職者数を上回った。男性中

心にリストラによる失業が減り、景気回復に伴って雇用が増えた。 

 

１２／１０ 機械受注３．１％減【内閣府 機械受注統計】 

10月の機械受注額が9千1億円で、前月比3.1%減少した。2か月連続のマイナスで、景気回復

をけん引してきた設備投資の先行きは不透明感も出てきた。 

 

１２／１６ 景況感 ７期ぶり悪化【日銀 企業短期経済観測】 

12月の日銀短観によると、企業の景況判断指数は大企業製造業で前回9月調査に比べ4ﾎﾟｲﾝ

ﾄ悪化。ただ、大企業非製造業や中小企業の景況感は横ばいかやや改善。日本経済は踊り場に

差し掛かりながらもなお底堅さを維持している。 

 

１２／１８ 景気判断 ２か月連続下げ【日銀】 

日銀は12月の金融経済月報で、景気の総括判断を「生産面などに弱めの動きがみられるも

のの、基調としては回復を続けている」とし、前月より下方修正。 
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◎ 地域動向  

１１／２５ 県、１０部局体制に拡大 

埼玉県は来年4月に知事部局の7部体制を10部に分割拡大する。上田知事は98年度にスリム

化したが、部長が忙殺され組織の機動力がなくなったと判断した。 

 

１１／２７ 温泉・発電・ゴルフ場、県相次ぎ撤退検討 

埼玉県は県政にとって不必要な事業の選別を急ぎ、アカシアの湯（神川町）の経営などか

ら撤退する方針。民間への売却や賃貸など、撤退手段の検討を始めた。 

 

１２／１ 企業誘致で県が推進会議 

埼玉県は企業誘致推進会議を発足させると発表。メンバーは委員長の知事の他、金融機関

や経済団体などから計23人。年内にプランを策定する。 

 

１２／１ 県内有効求人倍率０．２ポイント改善【埼玉労働局】 

10月の県内有効求人倍率は0.79倍。仕事を見つけられる労働者が増加しており、景気減速

感があるなか、雇用情勢にはまだ影響が及んでいない。 

 

１２／２ 県内倒産、負債額３倍の１８６億円【帝国データバンク】 

11月の県内企業倒産件数は45件ながら、負債総額は186億円と前年同月の約3倍に膨らんだ。

負債額が100億円を超える倒産が発生したため。 

 

１２／３ 企業誘致、年５０件目標 

県は企業誘致推進のための「アクションプログラム」素案を発表。07年3月までの活動期間

中、年間立地件数を従来の2倍の50件にする目標を設定した。 

 

１２／７ 中小企業の販路拡大 NPO活用、個別に支援 

中小企業振興公社はNPOなどを活用した県内中小企業の販路開拓支援を始めた。経営支援事

業を手がけるNPOなどと委託契約を結び販売先を探してもらう。 

 

１２／９ 県、法人２税１２％増収 

10月末までに確定した法人2税の調停額は1,082億円となり、前年同期を12.9%上回った。プ

ラスは2年連続で、電機機械、精密機械、一般機械がけん引した。 

 

１２／１４ 県が行財政改革案骨子作成 

埼玉県は05年度から3か年の行財政改革プログラム案の骨子を公表した。財政構造の緊急改

善などを柱に、数値目標と実現に向けた工程表を作成する方針。 

 

１２／１８ テレ朝にタワー誘致要望書 

さいたまタワー実現大連合の石原総代表、上田知事、相川市長はテレビ朝日本社を訪ね、

同社社長に誘致の要望書と約175万人の署名目録を手渡した。 
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（３）県内の主な動き  

                                             ２００４年１２月現在  
 
平成１７年度   つくばエクスプレス（常磐新線）開業予定  
   
平成１８年度   彩の国資源循環工場完成予定（寄居町）  
         ＪＲ新宿－東武日光・鬼怒川温泉相互直通運転開始  

バスケットボール男子世界選手権大会開催  
高速埼玉新都心線（新都心～第二産業道路）開通予定  

 
平成１９年度   圏央道 鶴ヶ島ＪＣＴ～久喜白岡ＪＣＴ開通予定  
         ＪＲ浦和駅東口再開発事業完工予定  
         大久保浄水場排水処理施設更新事業完工予定  
         交通博物館がさいたま市に移転・開業予定  
 
平成２０年度   全国高等学校総合体育大会開催  
 
平成２１年度      東北・高崎線の東京駅乗り入れ予定  
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４ 経済指標の解説  

  
【鉱工業指数】  
・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2000年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、景気動

向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、景気に

敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
 

【有効求人倍率】  
・有効求人倍率は、ハローワークにおける求人数を求職者数で割ったもので、「有効」とは当月

の新規申込み数と前月からの繰越分を合わせたものを指します。  

・倍率が１以上であれば、労働力の需要超過、１未満なら労働力の供給超過を表します。  

・埼玉県の有効求人倍率は、全国平均と比較すると低い数字となっていますが、これは東京で働

く埼玉県民が失業した場合、自宅近くのハローワークで就職活動をするためといわれており、

この傾向は神奈川県や千葉県でも見られます。  

 

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  

・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者の

ことをさします。  

・近年、失業率は高止まりしていますが、求人側と求職者の間で労働条件の希望が合わず需給の

不一致が生じる「雇用のミスマッチ」も大きな原因となっています。  
 

【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  

・所定外労働時間指数（製造業）は景気動向指数の一致系列に入っています。  

 

【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所得

税や社会保険料を支払う前の額です。  
 

【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実際

に雇われている雇用の実態を映すものです。  

 

【消費者物価指数】  
・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用がどの

ように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する財とサービスの

価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいいます。  
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・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させる要因

ともなります。  

 

【家計消費支出】  
・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間平均支出で、

消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する傾向があり、

その影響を考慮する必要があります。  

 

【大型小売店販売額】  
・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スーパー（売場面

積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉えた業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費動向全般の

判断には注意が必要です。  

 

【新車登録・届出台数】  
・消費されるモノで代表的な高額商品である、自動車の販売状況を把握するもので、大型小売店

販売額と同様、消費動向を消費された側から捉えた業界統計です。  

・当該月の翌月５日前後に発表されており、速報性があります。  

 

【新設住宅着工戸数】  
・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるには色々な

材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければなりません。さら

には入居する人は電気製品など新たに買換えることが多く、さまざまな経済効果を生み出しま

す。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などによる景気対策により、マンシ

ョン、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表しているかを知る上

でも、住宅着工は役立ちます。  

 

【企業倒産件数】  
・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない状態で、

景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  

 
 
～～内容について、ご意見等お寄せ下さい。～～  
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